
島根県建設工事等事務処理規程

第１章 総則
（趣旨）

島根県農林水産部及び土木部の所管する建設工事並びに測量、建設コンサルタント業務、第１条
地質調査及び補償コンサルタント業務（以下「建設工事等」という ）の執行に係る事務処理の手。
続きについては、法令その他別に定めるもののほか、この規程の定めるところによる。

（用語の定義）
この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに第２条

よる。
一 建 設 工 事 建設業法（昭和24年法律第100号）第2条第1項に規定する工事をいう。

、 、 。二 測量等業務 測量 建設コンサルタント業務 地質調査及び補償コンサルタント業務をいう
三 本庁主務課 島根県行政組織規則(平成15年島根県規則第30号 以下｢行政組織規則｣という )。 。

第16条第1項に規定する農林水産部又は土木部の課をいう。
四 地 方 機 関 行政組織規則第21条に規定する次の機関をいう。
イ 農林水産部においては、隠岐支庁（農林局及び水産局に限る。以下同じ ）及び農林水産部。
の主管に関する機関。

ロ 土木部においては、隠岐支庁（県土整備局に限る。以下同じ ）及び土木部の主管に関する。
機関。

五 所 長 次の地方機関の長をいう。
イ 農林水産部においては、前号イの地方機関の長をいう。
ロ 土木部においては、前号ロの地方機関の長をいう。

六 事業所長等 行政組織規則第80条に規定する事業所長及び同規則第21条に規定する事業部の
長及び出張所長をいう。

七 指名審査会 島根県建設工事入札参加者等選定要領(平成5年11月1日管発第425号土木部長通
。 。 。知 以下｢選定要領｣という )第8条の規定による入札参加者指名審査会をいう

八 入札執行者 島根県建設工事等入札執行要領(平成7年3月27日管発第753号土木部長通知。以
下｢入札執行要領｣という。)第2条第1項に規定する者をいう。

、 、 。九 契約担当者 知事及びその委任を受けて売買 賃借 請負その他の契約を締結する者をいう
（建設工事等の執行区分）

農林水産部及び土木部並びに隠岐支庁において執行する建設工事等は、国庫補助事業及び第３条
県単独事業とに区分して執行しなければならない。
（補助事業）

本庁主務課長は、国庫補助事業に係る内定通知を受けたときは、所長に通知しなければな第４条
らない。

２ 前項の内定通知を受けた所長は、補助金等に関する予算の執行の適正化に関する法律(昭和30年
法律第179号。以下｢適正化法｣という。)第5条に基づく補助金等の交付の申請書に添付する設計図
書を本庁主務課長に提出しなければならない。この場合における設計図書の提出部数等について
は、別に定めるところによる。

３ 本庁主務課長は、国庫補助事業については、適正化法第5条の規定に基づき補助金等の交付申請
を関係省庁に行い、同法第6条第1項の規定に基づく補助金等の交付の決定通知を受けてから執行
しなければならない。

４ 本庁主務課長は、前項の交付の決定通知に基づく割当結果を所長に通知しなければならない。
５ 所長は、前項の割当結果の通知に基づき国庫補助事業を執行しなければならない。



６ 第2項から第4項の規定は、国庫補助事業に要する経費の配分の変更、事業の内容の変更、事業
の中止及び廃止をする場合の手続きにこれを準用する。

（県単独事業）
農林水産部長又は土木部長は、所長から要望のあった県単独事業について、その内容、緊第５条

急性等を考慮して割当を決定するものとする。
２ 本庁主務課長は、前項の割当結果を所長に通知しなければならない。
３ 所長は、前項の割当の通知に基づき県単独事業を執行しなければならない。この場合における
設計図書の取り扱いについては、別に定めるところによる。

４ 所長は、県単独事業の内容を変更するときは、本庁主務課長の承認を受けなければならない。
（建設工事等の執行計画）

所長は、国庫補助事業に係る内定通知又は県単独事業に係る割当の通知を受けたときは、第６条
当該建設工事等の執行計画をたてなければならない。

２ 所長は、前項の建設工事等の執行計画をたてたときは、工事執行計画表を作成しなければなら
ない。なお、本庁主務課長の要請があったときは、その写しを提出するものとする。

３ 農林水産総務課長及び土木総務課長並びに所長は、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に
関する法律施行令（平成13年政令第34号。以下「入札契約適正化令」という ）第5条及び第6条の。
規定が適用される建設工事については、別に定めるところにより、発注の見通しに関する事項を
公表しなければならない。

（予算令達及び執行状況報告）
建設工事等の執行に係る予算の令達は、島根県予算規則(昭和39年島根県規則第66号)に定第７条

めるところによる。
２ 所長は、別に定めるところにより、毎月末の予算の執行状況を、翌月5日までに報告しなければ
ならない。

３ 所長は、島根県資金計画策定要綱(平成14年2月28日審発第48号出納長通知)に基づく翌月分の資
金計画表を、別途指定された期日までに農林水産総務課長又は土木総務課長に提出しなければな
らない。

第２章 地方機関において起工決定する建設工事等
（起工）

地方機関において、決裁規則第10条及び第11条の規定に基づく所長及び事業所長等（以下第８条
「所長等」という ）の専決に係る建設工事等(以下｢所長専決工事等｣という。)を執行しようとす。
るときは、工事等執行伺に設計図書を添えて所長等の決裁を受けなければならない。
（建設工事等の変更）

地方機関において起工した所長専決工事等について変更する必要が生じたときは、工事等第９条
執行の変更伺に変更設計図書を添えて、所長等の決裁を受なければならない。
（予定価格及び最低制限価格の決定）

所長等は、所長専決工事等の予定価格及び最低制限価格を決定したときは、予定価格調第１０条
書を作成し、予定価格調書用封筒に納め、封印しなければならない。

２ 入札執行者は、入札を執行するまで予定価格調書を設計図書とともに厳重に保管しなければな
らない。
（入札参加者の決定）

所長専決工事等に係る指名競争入札に参加させる者(以下｢入札参加者｣という。)及び随第１１条
意契約による契約の相手方の決定に必要な調査及び審査は、選定要領に定める農林水産部地方機
関審査会（以下「農林水産部地方機関審査会」という ）又は土木部地方機関審査会（以下「土木。
部地方機関審査会」という ）において行う。この場合、随意契約による契約の相手方を決定した。
ときは、随意契約選定調書を作成しなければならない。



２ 農林水産部地方機関審査会及び土木部地方機関審査会の組織及び運営については、選定要領に
定めるところによる。
（指名調書等）

所長等は、所長専決工事等に係る入札参加者指名調書を作成し、入札参加者指名調書封第１２条
筒に納め、封印し、入札執行に必要なときまで厳重に保管しなければならない。

２ 入札参加者指名調書の記載方法は、別に定めるところによる。
３ 入札参加者の公表については、別に定めるところによる。
４ 所長は、入札契約適正化令第7条第2項の規定が適用される建設工事については、別に定めると
ころにより、入札参加者を指名した理由及び随意契約の相手方を選定した理由を公表しなければ
ならない。

第３章 本庁において起工決定する建設工事等
（起工の上申）

所長は、決裁規則第3条から第5条に規定する知事、農林水産部長、土木部長又は本庁主第１３条
務課長の決裁に係る建設工事等(以下｢本庁決定工事等｣という。)について執行する場合は、起工
上申書に設計図書を添えて、本庁主務課に提出しなければならない。

２ 前項の規定により起工上申等の提出を受けた本庁主務課長は、決裁規則に規定する決裁区分に
基づき起工決定書の決裁を受けなければならない。

（上申の変更）
所長は、本庁決定工事等について変更する必要が生じたときは、変更上申書に変更設計第１４条

図書を添えて、本庁主務課に提出しなければならない。ただし、決裁規則(別表第4)の規定により
所長が変更決定できるものについては、この限りではない。

２ 前項の変更上申書の提出を受けた本庁主務課長は、決裁規則に規定する決裁区分に基づき変更
決定書の決裁を受けなければならない。
（予定価格及び調査基準価格の決定）

予定価格及び調査基準価格の決定については、決裁規則に規定する決裁区分により決裁第１５条
を行なう者が設計図書等に基づき予定価格及び最低制限価格又は調査基準価格を定め、予定価格
調書を作成し、予定価格調書用封筒に封印しなければならない。

２ 入札執行者は、入札を執行するまで予定価格調書を設計図書とともに厳重に保管しなければな
らない。
（入札参加者の指名の推薦）

所長は、本庁において起工決定する測量等業務に係る起工上申書を提出する場合は、農第１６条
林水産部地方機関審査会又は土木部地方機関審査会において入札参加者を選考し、入札参加者指
名推薦調書を作成し、入札参加者指名推薦用封筒に納め封印し、これを本庁主務課に提出しなけ
ればならない。ただし、一般競争入札等に係る建設工事等の取扱は、別に定めるところによる。

２ 入札参加者指名推薦調書の記載方法は、別に定めるところによる。
３ 本庁主務課長は、第1項の指名推薦調書の提出を受けたときは、本庁主務課に置かれる指名審査
会の審査を経て農林水産部又は土木部に置かれる指名審査会へ提案してその審査を受けた後、決
裁規則に定める決裁区分に基づき入札参加者の決定を受けなければならない。

４ 入札参加者の公表については、別に定めるところによる。
５ 第1項及び第3項の規定は、本庁決定工事等について随意契約の方法により契約の相手方を決定
する場合において、これを準用する。

６ 本庁主務課及び農林水産部並びに土木部に置かれる指名審査会の組織及び運営については、選
定要領に定めるところによる。

７ 農林水産総務課長又は土木総務課長は、入札契約適正化令第7条第2項の規定が適用される建設



工事については、別に定めるところにより、随意契約の相手方を選定した理由を公表しなければ
ならない。
（契約に関する行為の委任）

本庁主務課長は、起工の上申に基づき決裁を受けた建設工事等のうち、契約に関する行第１７条
為を部局の長に委任する規則(昭和31年島根県規則第15号。以下｢委任規則｣という。)の規定によ
り契約の締結に関する行為が所長に委任されるものについては、起工決定書(様式第21号）に設計
図書、予定価格調書及び指名調書を添えて所長に送付しなければならない。

２ 本庁主務課長は、前項以外の本庁決定工事等の入札の執行及び契約の締結をする場合は、その
手続きについて農林水産総務課長又は土木総務課長に依頼しなければならない。

３ 前2項の規定は、工事等を変更し執行する場合の取扱について準用する。

第４章 入札の執行及び契約の締結
（入札執行前の措置）

入札は、用地取得の協議その他建設工事等の着手に必要な措置を講じてからでなければ第１８条
執行してはならない。

２ 前項の用地取得については、農林水産部の所管する建設工事等については、用地補償事務処理
要領（平成6年10月31日農村発第274号。以下「用地補償事務事務処理要領」という ）等による。。
また、土木部の所管する建設工事等については、島根県土木部の公共事業の施行に伴う用地事務
取扱要領（平成8年3月26日訓管第890号。以下「用地事務取扱要領」という ）による。。
（仕様書の閲覧）

入札を執行する場合は、仕様書を閲覧に付さなければならない。第１９条
２ 所長は、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和39年島根県条
例第40号。以下「議会の議決を要する契約に関する条例」という ）第2条の規定に基づく議会の。
議決に付すべき契約にかかる建設工事にあっては、仕様書を設計図書とともに２部作成し、うち
１部を本庁主務課長に送付しなければならない。
（入札の執行）

入札の執行については、入札執行要領の定めるところによる。第２０条
（契約の締結及び変更等）

契約担当者は、建設工事等の契約を締結しようとするときは、会計規則（昭和39年島根第２１条
。 「 」 。） 。県規則第22号 以下 会計規則 という 第68条の規定により契約書を作成しなければならない

２ 前項の規定による契約書の書式は、別に定めるところによる。
３ 契約担当者は、議会の議決を要する契約に関する条例第2条の規定に基づき議会の議決に付すべ
き契約を締結しようとするときは、会計規則第68条の3に規定する仮契約書を作成しなければなら
ない。仮契約書の書式は、別に定めるところによる。

４ 建設工事等の内容等を変更するときは、別に定めるところにより、請負者の現場代理人と設計
内容の協議をしなければならない。

５ 建設工事等の契約を変更するときは、変更協議書により請負者又は受託者と協議をしなければ
ならない。

、 、 、６ 所長等は 必要があると認めるときは 書面をもって建設工事等の請負者又は受託者に通知し
建設工事等の全部若しくは一部の施行を一時中止させることができる。また、建設工事等の施行
の中止を解除する場合は、解除通知をしなければならない。この場合にあって工期に変更が生じ
る場合は、変更契約を締結しなければならない。

７ 変更契約書の書式は、別に定めるところによる。
（契約約款による提出書類）

所長等は、建設工事の契約を締結したときは、請負者に工程表、工事着手届、現場代理第２２条
人届及び専任の主任（専門）技術者届を契約締結後7日以内に提出させなければならない。工程の



変更があったときは変更工程表を、現場代理人又は専任の主任（専門）技術者の変更があったと
きは変更届を、それぞれ変更があった日から7日以内に提出させなければならない。工程表及び変
更工程表の書式は、別に定めるところによる。

２ 請負者が当該建設工事等に関し次の各号の一に該当するときは、事由の生じた日から7日以内に
下請負人通知書を提出させなければならない。
一 下請負契約を締結したとき
二 下請負契約を締結しないことを決定したとき
三 下請負人通知書の記載事項に変更があったとき

３ 前項の規定による下請負人通知書の取扱いについては、別に定めるところによる。
４ 所長等は、測量等業務の委託契約を締結したときは、別に定めるところにより、受託者に業務
工程表、管理（主任）技術者に関する通知書及び経歴書、照査技術者に関する通知書及び経歴書
（設計図書で定めた場合に限る）を契約締結後7日以内に提出させなければならない。工程の変更
があったときは変更工程表を、管理（主任）技術者又は照査技術者の変更があったときは変更通
知書を、それぞれ変更があった日から7日以内に提出させなければならない。

（入札結果等の公表）
建設工事等の入札結果等の公表については、別に定めるところによる。第２３条

２ 入札契約適正化令第7条第2項の規定が適用される建設工事については、別に定めるところによ
り、契約の内容等を公表しなければならない。

第５章 監督職員
（監督員の任命）

所長等は、会計規則第70条の規定により、建設工事等の適正、かつ円滑な施行を図るた第２４条
め、監督職員を任命しなければならない。

２ 監督職員は、総括監督員、主任監督員及び監督員とし、その取扱い及び職務については、別に
定めるところによる。

３ 所長等は、監督職員を任命したときは、当該建設工事等の請負者又は受託者に通知しなければ
ならない。なお、この通知は、仕様書の監督職員欄に職名、氏名を記載して請負者に交付する方
法により行うことができる。また、監督職員を変更したときは、監督職員変更通知書（様式第31
号）により請負者に通知しなければならない。

第６章 工程審議会
（工程審議会）

建設工事を計画的に執行するため、地方機関に工程審議会（以下「審議会」という ）を第２５条 。
置く。

２ 審議会は、所長及び関係職員をもって組織する。
３ 所長等は、必要があると認めるときは、審議会に請負者、現場代理人又は主任技術者等の出席
を求め、意見を徴し又は報告を求めることができる。

４ 審議会は、概ね毎月１回定期的に開催するものとし、所長が必要と認めるときは、臨時に開催
することができる。
（審議事項）

審議会においては、工事執行計画表等により、次の事項を審議しなければならない。第２６条
一 工事の執行計画に関すること。
二 工事の進捗状況に関すること。
三 用地取得状況に関すること。
四 前各号に掲げるもののほか工事の執行の促進に関すること。



第７章 検査及び引渡し
（検査及び引渡し）

所長は、建設工事の請負者から工事完成通知書が提出されたときは、別に定める検査員第２７条
指定の専決区分に従い、所長専決に係る工事については当該通知を受けた日から14日以内に竣工
検査を実施し、その他の工事については当該通知を受けた日から14日以内に検査ができるように
工事完成通知書を本庁主務課へ進達しなければならない。

２ 所長は、竣工検査を実施するときは、竣工検査通知書により請負者に検査の実施を通知するも
のとする。

３ 建設工事の検査は、島根県工事検査規則（昭和38年島根県規則第56号）及び同規則に基づき別
に定めるところにより実施しなければならない。

４ 所長は、検査員から工事が竣工検査に合格したことの報告を受けた後、建設工事の目的物の引
渡しを受けなければならない。引渡を受けるときは、請負者に引渡書の提出を求めるものとし、
引渡書を受領した時点で引渡しがあったものとする。

５ 所長は、測量等業務の受託者から提出された業務完了届を受理したときは、当該通知を受理し
た日から10日以内に、別に定めるところにより完了確認検査を実施しなければならない。

第８章 災害報告等
（災害報告）

所長は、暴風、洪水、高潮、地震その他異常な天然現象により工事中の出来形部分、仮第２８条
設物、現場に搬入した工事用材料等に損害を生じたときは、速やかに災害報告書を本庁主務課長
に提出しなければならない。公共土木施設に災害が生じた場合の災害報告については、別に定め
るところによる。
（応急工事）

所長は、公共土木施設が暴風、洪水、高潮地震その他の異常な天然現象により被災した第２９条
とき、又はそのおそれがある場合において応急措置の必要があると認めるときは、最善の方法に
よって応急工事を施工しなければならない。

２ 前項の規定により応急工事を施工したときは、速やかに、応急工事施工報告書を本庁主務課長
に提出しなければならない。

第９章 その他
（工事台帳等）

地方機関においては、工事台帳を備えて、事業種別ごとに区分して、これを整理しけれ第３０条
ばならない。

２ 公共土木施設災害復旧事業については、公共土木設災害復旧費国庫負担法施行規則（昭和26年
建設省令10号）第13条の規定により、工事台帳等を整備しなけれならない。
（労働災害報告）

所長は、発注した建設工事等において労働災害事故が発生したときは、直ちに本庁主務第３１条
課長に報告しなればならない。

２ 本庁主務課長は、前項の報告を受けたときは、その概要を技術管理室長に報告しなければなら
ない。
（受託事業）

この規程は、市町村からの受託事業の取扱についてこれを準用する。第３２条

附 則
この規程は、平成１８年４月１日から施行する。


